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本稿の目的は、会計基準設定における討議の規範モデルを構築することにあ
る。まず、米国における会計基準設定の歴史を概観し、 その構造と問題点を析
出する。会計基準は幅広い関係者に経済的影響をもたらすものであり、これま
でに何度も、時には政府を巻き込んだ激しい利害の対立を招いてきた。そのよ
うな経緯から、現在の会計基準設定主体の多くは、「基準設定プロセスへの幅
広い公衆の参加を促すためにJ(F ASB， 2010， p. 5)審議内容を公表し、利害
関係者の意見を聴取する手続き、すなわちデュー ・プロセスを設定過程に組み
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込んでいる。デュ ・ー プロセスはそもそも、基準設定主体が経るべき手続きを
定めたものに過さず、手続きによって定められた審議の場における討議の充実
を保証するものではない。実際に、デュー・プロセスが形骸化しているとも指
摘されている 1)。もちろん、多様な利害関係者が取り巻く基準設定過程におい
て、何をも って討議の充実とするか、定義することは難しい。しかしながら、
社会学の分野に目を向けると、個々人の利害が先鋭に対立する場において、ど
のような討議環境が構築されるのが理想的か、指し示した研究が存在する。
そこで、本稿では社会学の分野において、理想的な討議について体系的な考
察を加えているドイツの社会学者、J.ハーパーマスの理論を援用する。ハー
ノてー マスの理論を援用することで、会計基準設定の場における理想的な討議と
は何かを述べることが可能になると考える。理論の検討の後に、 会計基準設定
の場における規範モデルを構築し、提示する。
本稿の意義は、次の 2点である。第ーに、社会学の分野において一定の評価
を確立したハーパーマスの理論を、会計基準設定研究に援用した点である。ハー
ノてーマスと会計の関連について論じた先行研究は少ない2)。そこに本稿の独自
性がある。第二に、会計基準設定の場における規範モデルを提示することによ
り、本モデルが、現実の基準設定過程との軍離度合いを導くひとつのベンチマー
クとして機能しうることである。これまでの会計基準設定研究の多くは、基準
設定において問題となる箇所を指摘はしつつも、包括的な理想型について提示
する研究は少ない。本稿では、社会学者であるハーパーマスの理論を援用する
1)藤井 (2010)では、 「コメントレターや公聴会で表明された多数意見が必ずしも巌
終基準に反映されない例が少なからず観察」されており、 デュー ・プロセスの形骸
化が 「少なくとも部分的にはかなり顕著な形で進行していると評さざるをえない」と
の見解を示している (藤井.2010. 98-99ページ)。
2) ハー パ マースと会計の関係について論じた先行研究としてPowerand Laughlin 
(1996)が挙げられる。また、 Richardson(2007)は、デュー ・プロセスに関する検
討の中で、ハーパーマスの討議倫理学を基準設定過程の分析モデルのひとつとして
用いている。
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ことにより、会計基準設定の場が目指すべき、ひとつの理想型を構築している。
そこに本稿の意義を見出すことができょう。
E 会計基準設定の矯造
1 APBの失敗
1960年代の米国において、会計基準設定過程に対する利害関係者の介入、
いわゆる 「会計の政治化 CPoliticizationof Accounting) J問題が出現した。
その端緒は 1962年に導入された投資税額控除制度 CInvestmentTax Credit) 
にあるとされる。当該制度の内容は、生産設備の近代化 ・拡大化を促進する目
的で新規に取得された、建物等を除く償却資産の取得価額の 7%に相当する所
得税額を免除するというものである。宮島(1976)によれば、これは当時のケ
ネディ政権における経済成長政策の核心をなすものであった(宮島， 1976， 21 
ページ)。
これに対応すべく、当時の米国の会計基準設定機関であった会計原則審議会
(Acounting Principles Board，以下APB)は、投資税額控除益を当該資産
の耐周年数にわたって配分するという繰延法 (deferralmethod)を唯一の会
計処理方法と して認める意見書第2号を公表した。しかし、意見書第2号は、
投資税額控除益を控除の認められた年度の利益として扱う即時繰入法 (flow-
through method)を支持する産業界、会計士界から強い反発を受ける。結局、
証券取引委員会 (Securitiesand Exchange Commission，以下SEC)は産業
界や商務省 ・財務省、政府の意向を反映して、繰延法と即時繰入法の両方を認
める趣旨の会計連続通牒 (AccountingSeries Release，以下ASR)第96号を
公表した。これに対応するかのごとく、 APBは意見書第4号を公表し、両方
の方法を認めたのである CZeff，1972， pp. 178-181)。
その後、投資税額控除制度は 1969年に一旦廃止されたが、 1971年に復活し
た。APBは同じ轍を踏まぬよう、財務省の官僚と接触し、“APBの提案に対
して財務省は中立的な立場を維持する"ことを確認した。また、 SECからは
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繰延法を支持する旨の書簡を受け取り、十分な根回しを行ったうえで意見書第
2号と同趣旨の草案を公表した。しかし、産業界がAPBの勧告に対抗できる
ような規定を審議中の税法案に盛り込むように議会に働きかけると、財務省は
“確約"を翻し、繰延法と即時繰入法の両方法を企業が選択できるような方法
を支持する旨、上院に通告したのである。最終的に税法案は修正され、投資税
額控除に関する会計処理については納税者の自由に任せるとの規定が盛り込ま
れるに至った。これにより APBは草案の撤回へと追い込まれた (Zeff，1972， 
pp.219-221)。この事件について、細田 (1977)は次のように指摘する。
「この事件を契機として、会計人は、会計基準の制定とは、多くの人々に実
質的な影響を及ぼす社会的、政治的意思決定であり、したがって、会計基準の
制定に際しては、様々な圧力が及ぶものであるということを、強く意識するよ
うになった。また、民間部門組織の会計基準設定に関する権限は、議会および
SECから委譲されたものに過ぎないことを、思い起こしたのであるJC細田，
1977， 2ページ)。
このAPBの“失敗"によって、 APBはSECの信任を失い、解散へと追い
込まれる。 APBの問題点として指摘されることとして、アメリカ公認会計士
協会 CAmericanInstitute of Certified Public Accountants，以下AICPA)
の内部組織であったことが挙げられる。つまり、APBは大部分が公認会計士
からなる AICPAの会員のみで構成されているため、委員の独立性が欠如して
おり、また、委員は非常勤であったため、委員となっても会計事務所や他企業
に勤務し続けることが可能であった九 APB委員の大半は会計事務所に継続
して勤務しており、それら委員は、自らの会計事務所の顧客の利害を代弁して
いると批判されたのである (AAA，1971， p. 612)。
3)この点、については、非常勤であったことと共に、委員は無給であったことも指摘さ
れている。 Solomons(1986)はi(AICPAとAPBの)両機関の勤務が無給であった
がゆえに、メンバーは何らかの別の活動(中略)に関係し続け、そこから収入を続
けて得ていた」と指摘している(邦訳31ページ〉。
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APBに代わる会計基準設定機関について、AICPAはFrancis.M. Wheat 
を座長とする委員会 (通称ホイート委員会)を立ち上げ、基準設定機関のあり
方について検討を始めた。ホイー 卜委員会は、 1972年3月に「会計原則の設定
に関する研究報告書 CReportof the Study on Establishment of Accounting 
Principles) Jを公表した。この報告に基づき 1973年 7月、新たな会計基準設
定機関として設立されたのが、今日もアメリカの会計基準設定機関として活動
を続ける財務会計基準審議会 CFinancialAccounting Standards Board，以
下FASB)である。 FASBが設立された同年、SECはASR第 150号を発行
し、 FASBに対して基準設定権限の委譲と、発行する基準の効力を保証した。
APBの問題点の改善を図りつつも、会計基準設定の枠組としては、 SECが基
準設定権限を民間団体に移譲するという方式を残したわけである九 次節では、
FASBが iAPBの失敗」をうけ、基準設定機関としてどのような改善を図っ
たのかを検討する。
2 会計基準設定プロセスの特徴
ホイー卜委員会の報告書では、民間の会計基準設定機関が設定した基準が
社会において受容されるための要件として、①独立性と客観性②基準設定
プロセスへの財務報告社会構成員の参加③利害関係者の意見聴取および意
見の検討を保証する公開手続を採ること④公表される会計基準は論理的で
根拠づけられており投資家・社会の人々に有用であること ⑤ 監査証明の際に
基準が尊重されること、の5項目が提起されている (AICPA，1972，邦訳59
-60ページ〉。
小形 (2007)はこれらの条件を「基準設定機関の中立性」、 「基準設定過程の
開放性」、「基準内容の公益追求」の3点に整理し、かかる FASBの対応とし
4)民間団体による基準設定方式が維持された背景として、「私的統制JCprivate control) J 
体制の維持(津守， 2002， 290 -291ページ)、FASBを 「緩衝」として利用するSEC
の戦略(大石， 2000， 7ページ)などの指摘がある。
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て以下を挙げる。
「まず、『基準設定機関の中立性』に対して ①多様な利害関係者を取り入れ
たFASBの組織構造が、『基準設定過程の開放性』に対しては②デュー・プ
ロセス Cdueprocess)のピルト ・インが、そ して 『基準内容の公益追求』に
対しては③概念フレームワーク (conceptualframework)の設置が、それぞ
れ進められるのであるJ(小形，2007， 80ページ)。
ここでは、 「基準設定過程の開放性」に注目して検討する。そもそも、デュー・
プロセスという概念は、法律の分野において確立したものである九時代を遡
ると、 1791年に成立したアメリカ合衆国憲法第5修正の中でデュー ・プロセ
ス条項 (dueprocess clause)としてはじめて成文化された九当初は肉体的
拘束や財産権の侵害など、私人の権利を抑制する必要のある場合は法の求める
手続に則って処理しなければ違法であるという、いわば法の運用面での適正手
続を求めたものであった7)。その後判例によってその考え方は拡大され、 1946
年 6月に米国で制定された行政手続法 CAdministrativeProcedure Act)は、
①行政機関の組織 ・手続 ・規則を国民へ周知②規則制定過程への国民参加③
統一的な行為規範の設定④司法審査に関する法の明文化、の以上4項目を法
律の目的としている。
この行政手続法制定の背景には、アメリカにおける行政権の拡大がある。ア
メリカでは 1929年の世界大恐慌後、ニュ ーディール政策を実施するために多
くの行政機関が設立された。結果として、司法機関の審査を経ない、行政によ
5)デュー ・プロセスに関する詳細な歴史的経緯に関しては、田中 (1987)を参照され
たい。
6)デュー ・プロセスに関する条文は次のとおり。「何人も、法の適正な過程によらず
に、 生命、自由、または財産を奪われることはない (Noperson...shall.・bedeprived 
of life， liberty， 01' property， without due process of law)J。
7)このような観念は、プロセスよりも結果を重視する笑体的正義 (substantivejustice) 
に対し、手続的正義 (proceduraljustice)と呼ばれる観念である(兼子， 1994， 179 
ペー ジ)。
会計基準設定における規範モデルの構築 7 
る不利益処分 8)が行われる局面が拡大したわけである。そのため、「このよう
な行政権の拡大を抑制する機能」 が行政手続法には内在 している(田中館，
1995， 109-110ページ)。
FASBの手続規則は「連邦規制機関の規則制定プロセスを統括している連
邦行政手続法の規定に従って作成されているJ(Gaa， 1988，邦訳45ページ)。
これは、FASBが発行する会計基準が企業の財務報告を縛り、基準からの逸
脱に厳しい制裁が加えられるという、規制の側面を有することを鑑みれば、当
然の帰結であるといえよう。 表 1は、 FASBが有するデュ ・ー プロセスの具
体像を図示したものである。
表 1から理解されるように、各段階の審議の進展は公表物によって公衆に周
知される。会議は公開されており、誰もがそれに出席することができる。 また、
外部の利害関係者はコメン 卜・ レターの提出や、公聴会への出席を通じて基準
設定プロセスへの参加が保証されている。このような公開主義に則ったデュー ・
プロセスによって、 FASBは会計基準の設定を行っているのである。
3 デュー ・ プロセスの意義と限界
会計基準設定に関する代表的な見解として、 Solomons(1978)は、信頼で
きる地図は中立性という質を備えていなければならないように、会計基準の設
定は地図作りのようでなければならないと述べている (Solomons，1978， pp. 
70-71)。このような、会計基準は企業の実体を忠実に表現しなければならな
いとする見方もある一方で、 Horngren(1973)は、会計基準の設定は「マー
ケティング活動」であるとし、会計基準の設定は政治的な産物だとする見方を
示している (Horngren，1973， p. 61)。このよう な意見の対立はあるにせよ、
iAPBの失敗」に見るように、会計基準設定過程に何らかの政治的影響が介入
する余地がある以上、公開主義に則ったデュー・プロセスによ って基準を設定
8)一例として、反トラスト法にもとづく述邦取引委員会による排除命令などが挙げら
れよう。
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表1FASBデュー・プロセスの概略
手続 具体的な活動内容 予想公表物
緊急問題特別委員会
FASAC審議日程諮問委員会
1..事前調査 経済誌等に対する監視活動 調査研究書
利害関係者との対話
SECからの勧告
2 審議日程の組人 審議会メンハーによる審議 なし
スタップによる関連文献の調査
プロジェクト特別専門委員会
3 初期審議 プロジェクト諮問委員会
脅すま義資料
公聴、会
意見勧誘苦手
審議会メンバーによる審議
仮結論番
審議会メンバーによる審議
4.代容的解決案策定 予備的見解
票決
公開草案
審議会メンバーによる寄議
5.追加審議 改itT公開草案
ノ品'，~H仙宙4E盗
6. Jl!i:終解決案策定
審議会メンバーによる審議 財務会計基準警
票決 解説君主
出所):'v!iler and Redding (1986)，邦訳90ページ。
していくことは、審議過程の透明化という観点、から極めて重要であると恩われ
る。また、Johnsonand Solomons (1984)によれば、 FASBのデュ ・ー プロ
セスは、すべての利害関係者が「意見を述べる適切 ・適時な機会を認められて
おり、基準設定過程に影響を与える適切な機会を与えられている」ことを意味
しており、デュー ・プロセスの存在がFASBの正統性のひとつの要件になっ
ていることを指摘している (Johnson and Solomons， 1984， p.174)。
一方で、大石 (2000)は、デュ ・ー プロセスが基準設定過程の私益性を隠蔽
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する手段として機能していることを鋭く指摘する。
「しかし、 一・(中略)…デュー・プロセスの性質をさ らに深く検討してみる
と、 FASBは、すべての構成団体の見解が等しく考慮されるという公式的な
ポジションを打ち立て、採用された特定の基準に対する利害関係者からの支持
の私益性を公式的には隠匿することによ って、制度的正統性を獲得しよう とし
ているのだと考えることもできる。だとすれば、デュー・プロセスが『決定の
中立性』を保証しているのだ、と参加者に知覚させることが重要になるだろう。
たとえそれが 『結果の中立性』 を保証しないとしても、プロセスに対する信頼
があれば、基準への不満は FASBにとってさほど大きな脅威とはならないの
であるJC大石， 2000， 122ページ)。
本稿では、デュー・プロセスの意義を十分に認めたうえで、その限界も指摘
しておきたし、。それは以下の 2点に集約できる。まず第1に、規制当局が公益
(公共の利益)の名の下に利害関係者に捕囚 Ccapture)のされる可能性がある
こと、第2に、形式的手続を重視するがゆえに、幅広い利害関係者の意見を集
約できない可能性があることである。
第 1の点から検討する。FASBは民間団体であるが、 SECから権限を委譲
された規制機関である以上、公益を目的とせざるを得ない。実際に、 FASB
は 「営利企業の財務報告の基本目的」について定めた財務会計概念書 CState-
ments of Financial Accounting Concepts: SFAC)第 l号において、 「公益
Cpublic interests)を擁護することjを目的と謡っている CFASB， 1978，邦
訳4ページ)。
この公益という概念 10)を利害関係者が意見の論拠に用いた事例として、い
わゆる「石油・ガス会計」を挙げることができる。 1977年 7月に FASBは
「石油 ・ガス産出産業による財務会計および財務報告」という公開草案を公表
した。石油 ・ガス産出企業は、これまで、①成功原価法 Csuccessfulefforts 
9)こうした見解は規制の捕囚理論と呼ばれている。
10)公おという概念は極めて唆昧であるが、暖味であるがゆえに、その具体的適用範囲
が留保されるため、政治的に有用な概念たり得るとされる(大石.2000. 74ページ)。
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method)②全部原価法 Cful-costmethod)の2つの会計処理方法のどちら
かを用いることとなっていた。
FASBの草案は、これを成功原価法に統一するものであった。周年 12月、
FASBはこの内容を財務会計基準害 CStatementof Financial Accounting 
Standards，以下SFAS)第 19号として公表した。当時、石油・ガス採掘企
業のうち、大規模企業は主に成功原価法を採用していたが、中小企業は主に全
部原価法を採用していたため、猛烈な反対が起こった。中小採掘企業の反対理
由は、成功原価法を採用した場合、報告利益と自己資本の数値が低下し、資本
調達能力が損なわれる。そのため、新しい探索・ 採掘活動に消極的にな り、そ
の結果、石油・ガス産業における競争が阻害され、独占が進むという論理であっ
た(大石， 2000， 71ペー ジ)。
中小採掘企業は、利益の低下という自身に対する経済的帰結を反対理由とし
て主張するのではなく、競争阻害・独占という公益阻害を反対理由として掲げ
た。司法省は独占禁止法に抵触する疑いがあるため、 2つの会計処理の統ーを
延期するよう勧告し、またエネルギー省は国家のエネルギ一政策に重大な影響
を及ぼす可能性があるとし、 SFAS第 19号を拒否するよう SECに勧めた。最
終的に FASBは1978年 12月、 SFAS第 25号を発行し、 SFAS第 19号を無
期限で延期する結果に追い込まれたのである。中小採掘企業は、公益の阻害を
“錦の御旗"として掲げることによって、自らの私益を隠蔽し、 主張を当局に
認めさせることに成功した。
このように、デュ ・ー プロセスによる利害関係者の介入を制度として容認し
ていることによって、規制当局が捕囚される恐れがあること、また、 「会計基
準の設定をめぐって政治的な利害抗争が激化J(浜本， 1988， 114ページ)す
ることを指摘しておかねばならなし、。
次に、第2の点について検討する。デュ ・ー プロセスはあくまで利害関係者
が規制の設定過程に参加できることを保証しているだけであって、実際に利害
関係者が過程に参加しているとは限らない。米国会計検査院は、財務諸表作成
者や監査人は積極的に基準設定過程に参加しているが、投資家や一般大衆など、
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財務諸表利用者側の参加が不足していると指摘している (US← GAO，1996，邦
訳102ページ)。大石 (2001)は、この点についてFASBのジレンマを指摘する。
「意思決定有用性を指向する FASBが、プロセスに参加しないからといって、
利用者の利益を考慮しないわけにはし、かない。むしろ利用者優先原則を採るべ
きなのである。にもかかわらず、利用者以外のプロセスへの参加を要請してい
るため、利用者優先を貫くことができない。むしろ、利用者優先はデュ ・ー プ
ロセスの理念とは矛盾するとさえいえるかもしれない。こ こに FASBのジレ
ンマがあるJ(大石， 2001， 47ペー ジ)。
経済学者の Olsonは公共財とフリ ーライダーの問題を集団とその成員の関係
に適用した。 集団全体の目的ないし集団共通の利益を彼は集合財 (collective
goods)と呼ぶ (Olson，1965，邦訳13-14ページ)。公共財供給の際にフリー
ライダーが発生することと同様に、集団利益たる集合財実現においても費用を
負担せず、便益のみを享受しようとする傾向が見られるという。これをOlson
は集合行為問題と呼ぶ 1)。会計基準を集合財と考えた時、財務諸表作成に多
くのコストがかかる作成者に比べ、 利用者は少ないコストで多くの便益を享受
できるため、基準設定過程に参加する合理的動機が発生しなし、。結果として、
利用者の利益よりも作成者の利益が優先された会計基準が設定されやすくなる
問題がある。
4 小指
本節では米国を事例に、会計基準設定過程の構造と設定過程を取り巻く政治
性について検討してきた。米国では iAPBの失敗」を教訓に、 利害関係者の
参加を前提としたデュー・プロセスに則った手続を行う FASBが設立され、
その設定過程を公開している。このような公開主義は、国際会計基準審議会
(International Accounting Standards Board: IASB)、日本の現在の会計基
準設定機関である企業会計基準委員会 CAccountingStandards Board of 
11)集会行為問題については、 Olson(1965)を参照されたい。
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Japan: ASBJ)においても同様である。デュー ・プロセスが具備されている
ことにより、会計基準の、ひいては基準設定主体の制度的正統性を高めている
といえよう。
一方で、その限界も垣間見ることができる。利害関係者の介入を制度化して
いる以上、基準設定主体の指向する公益を旗印に、利害関係者が私益を隠蔽し
て意見を主張してしまうことは石油 ・ガス会計の事例からも明らかであろう。
また、あくまでも基準設定主体は過程への参加の機会を確保しているだけであ
り、実際、前述のUS-GAO(196)の指摘の通り、財務諸表利用者側の基準
設定過程への参加が不足している。
基準が社会に幅広く 受容されるためには、広い範囲の利害関係者が参加し、
納得のいく討議を経て基準が作成される必要がある。しかし、ここで納得のい
く討議とは何かという問題に直面する。すべての利害関係者にとって満足でき
るような討議とはどのようなものか、という疑問が生じることは否めない。し
かし、社会にとって理想的な討議とはどのようなものか理念を提示し、現実と
のギャップを考察するというアプローチを採ることも可能であろう。
本稿では、社会における理想的な討議状況を提示しているドイツの社会学者、
ハーパーマスの主張を導入する。ハーパーマスによれば、理想的な発話状況を
もとにした公共的討議による合意こそが、社会における法的規範としての合理
性を持ちうる。このハーパーマスの理論を、会計基準設定フ。ロセスの考察に援
用することによって、デュー・プロセスのもとでの審議が実質的に機能してい
るかを測定する評価規準を導くことが期待される。そこで、次節ではハーパー
マスの理論について詳しく検討し、会計基準設定研究への適用可能性を探るこ
ととしたい。
E ハーパーマスの討議倫理学
1 生活世界とシステム
本節では、会計基準設定の規範モテールを構築するにあたり、その依拠する理
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論として、 ドイツの社会学者、ユルゲン ・ハーパーマス (JurgenHabermas) 
の提示する理論を検討する。ハーパーマスの著書は数多く 、議論も多岐にわた
り難解であるが、はじめに議論の前提となる、生活世界とシステムという概念
について素描してみたい。
まず、生活世界とは、日常言語によるコミュニケーションとそれによる行為
調整が有効である社会的領域とされている 12) (中岡， 2003， 287ページ)。敷
街するならば、生活世界とは人々の日々の営みで形成される日常の生活実践の
領域である(永野， 1995， 81ページ)。生活世界において物事は、コミュニケー
ションに基づく討議によって決められる。しかし、あらゆる課題に対しその都
度関係者が集い、議論を交わすという、いわば直接民主主義的な決め方は効率
という観点、からは極めて悪い。そこで近代社会は発展とともにシステムと生活
世界の分離を徹底し、システムの機能は政治システムと経済システムに分化し
てきた(藤原他， 1987， 33ページ)。これを図示したものが図lである。
ここでシステムという概念について確認しておきたし、。システムとは、経済
や国家といった、日常生活から分離し、貨幣や権力といった制御媒体(図の矢
印部分)によって調整される部分である(永野， 1995， 81ページ)。 図1を用
いて述べれば、経済や国家はそれぞれサブシステムとして生活世界から分離し、
経済システムは権力媒体によって市民から労働力を得、貨幣媒体によ って労働
所得という形で交換することで行為を調整している。同様に国家システムは、
権力媒体によ り大衆から忠誠心を得て、政策決定という形で生活世界と交換を
行っている。豊泉 (2000)によれば、近代以前の社会は「生活世界とシステム
は未分化のままであった」が、i(マックス ・)ウェ ーパーが近代を 『呪術から
の開放』として論じたように、伝統的生活形式が解体し生活世界の合理化が進
むと、社会システムはし、っそう複雑化し、独自の制御媒体をもっサブシステム
を生活世界から自立させた」のである。それが、「貨幣と権力を媒体とする経
12)生活世界には吏に私的領域、公共圏があるとされるが、本稿では議論を単純化する
ため、割愛する。
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図1 システムと生活世界
生
??
世 界
出所)Habel'mas (1981).邦訳下巻310ペー ジ，一部改変のうえ作成。
済と国家」である。(豊泉， 2000， 143-144ページ)。
この生活世界とシステムの分化過程でハーパーマスが懸念、を示すのが、 「生
活世界の植民地化 CKolonialisierungder Lebenswel t) Jと呼ばれる問題であ
る。生活世界の植民地化について、ハーパーマスは次のように定義する。
「発達した資本主義社会に出現する物象化の症候を私は、貨幣と官僚制の手
段を媒体として制御された経済と国家というこつのサブシステムが生活世界の
記号的再生産に介入することによって生じたもの、とするJCHabermas， 1981， 
邦訳下巻358ページ)。
本来、システムとは生活世界から分化していくものであるから、システムは
生活世界の中のコミュニケーション的行為 13)による合意によ って根拠づけら
13)コミュニケーション的行為とは、自身の要求を対話により相手に納得させ、合意を
目指す行為であり、威嚇や強制により自身の目的を迷成しようとする 「戦略的行為」
と区別される(中間， 2003. 286ページ)。
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れていなければならない。しかし、システムが高度に複雑化した現代社会では、
経済や国家といったシステム内部がコミュニケーションによって根拠付けられ
ないまま自己増殖する。その結果、「生活世界の微細な結ひ'っきのなかに貨幣
関係や権力関係が浸透し、言語によるコミュニケーションもそのような関係が
目指す成果のための手段と化」してしまうのである(藤原他， 1987， 33-34ペー
ジ)。このような 「人間の生活のために生み出されたはずの知識が、人閣の生
活を脅かしているというパラドクス」こそ、問題にしていかなければならない
とハーパーマスは指摘する(藤原他， 1987， 139-140ペー ジ)。
、ー パーマスは現代社会をこのように厳しく批判するが、このような現状を
打開する方法も提示している。それが討議によるコミュニケーションである。
すなわちそれは、「権力や貨幣の働きを、生活世界に媒介された契約関係を正
当な法的規範によって枠づけ、この規範の正当性を公共的な実践的討議という
コミュニケーションによって根拠づけていく道」である (藤原他，1987， 33 
ぺージ)。
実践的討議とは、「利害の対立が起こって、合意が損なわれているとき、関
係者すべてが従うべき規範をもう一度考え直す場J(中間， 2003， 229ぺージ)
として設定されるものである。ハーパーマスは、実践的討議によって根拠づけ
られた法的規範に生活世界の植民地化を防ぐ道を見出している。なぜなら、法
的規範はシステムと生活世界との聞のコミュニケーションを促す「ちょうつが
いの機能」を果たすからである(豊泉， 2000， 210ページ)。法的規範の根拠
づけを与える実践的討議の場において、参加者全てが従うべきルールをハーパー
マスは提示している。次に、この「討議規則」と呼ばれるルールについて検討
してみたい。
2 討議規則
実践的討議の場において、どのようなルールのもとで討議を行うべきか。ハー
ノイーマスは、討議が行われる場に備わっているべき原則を「討議倫理学原則」
として打ち立てている。それは以下の内容である。
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実践的討議の参加者たるすべての当事者が同意しうるような規範のみが、妥当性を要
求しうる。
CHabermas， 1983，邦訳149ページ)
ハーパーマス特有の難解な言い回しではあるが、換言するならば、“討議の
テーマに利害関心を持つ参加者すべてが、最終的に合意できる規範のみが正当
性を持つ"ということである。
そしてハーパーマスは、討議の場に必要なものとして、もうひとつの重要な
原則を提示している。それが「普遍化原則」と呼ばれるものである。ハーパー
マスは普遍化原則を検討するにあたって、アレク セイ CRobertAlexy)の先行
仮定と呼ばれている定義を導入し、これに根拠付ける形で、普遍化原則を提示
している。ここでの先行仮定とは、この条件が保証されていなければ、論議に
よって合意が成立したとはいえない、とされる“前提条件"である。アレクセ
イの先行仮定は表2のとおり、 3つの規則に分節化される形で提示されている。
まず、第一規則は 「可能参加者 Cdiepotentiellen Teilnehmer)の範囲を規定
するjCHabermas， 1983，邦訳 143ページ)ものであり、 「公開性 Cpublicity)j
と特徴づけられている(日暮， 2008， 19ページ)。第三規則は、討議に参加す
るすべての参加者に対し、 「論議への寄与をなし自らの論拠を妥当させるため
の平等な機会jCHabermas， 1983，邦訳143ページ)を保証するものとなっ
表2 アレクセイの先行仮定
第一規則 話すことができる者は誰でも、討議に参加してよい。
a.誰もが、 どんな主張をも問題化してよし、。
第二規則 b. Jfliもが、どんな主張をも討議に持ち込んでよい。
C.誰もが、自分の立場や希望や欲求を表明してよい。
どの話し手も、討議の内外を支配している強制によって
第三規則 は、第一規則jと第二規則で確定された自分の権利を行使
するのを妨げられない。
出所)日暮 (2008)，19ペー ゾの内通話をもとに作成。
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ている (平等性)。第三規則は、第一、第二規則における権利を保証するため
の規則である (非強制性)。ある議論が何らかの「強制」によ って合意に至っ
たとすれば、 その合意は見せかけだけであり合意とは呼びえない (日暮.2008. 
20ページ)。日暮 (2008)によればこの強制とは 「根拠によって合理的に納得
させること以外はすべて含まれるのであり、もちろん暴力、物理的実力行使、
排除、脅迫、サンク ション、そして利益 (または不利益)による誘導までもが
含まれ…心理的圧迫や本人に自覚のない内面的抑圧等も含めなければならない」。
アレク セイの先行仮定から導出されたハーパーマスの「普遍化原則」は次の
ようなものである。
妥当するすべての規範は次の条件を満たさねばならない。 その条件とは、その規範の
一般的遵守からすべての個人の利益の充足に闘して生じることが予怨される結果や副
次的影響が、あらゆる当事者によって強制lなく受け入れられるということである。
(Habermas. 1983.邦訳 148ページ)
中岡 (2003)は普遍化原則の概念、を、極めて明快に説明している。
「みんなが決める規範は、そこから出てくる影響がだれの利益をも侵害せず、
だれにと っても受け入れられるものでなければならないJC中岡.2003. 228 
ページ)。
しかし、現実の討議がこのような条件を満た しているかと いえば明らかに
そうとは言えない。ハーパーマスもこれらの討議規則が 「反事実的な性格
Ckontrafa】uischerCharakter) J CHabermas. 1983.邦訳146ページ)を持
つものであることを認め、「どんな場合でもわれわれは、近似的なところで満
足しなければならないJCHabermas. 1983.邦訳 146ページ)とその限界を
認めている。この点について、日暮 (2008)は以下のように整理する。
「ハーパーマスは、討議規則を、チェスの競技規則と対比することで説明し
ている。チェスの競技規則はチェスにと って 『構成的 (konstitutiv)Jである。
つまり、チェスの競技規則はチェスにと ってなくてはならないもので、それが
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なければそもそもチェスというゲームそのものが成り立たない。それに対して、
討議規則は、『言明が提示される際にあ らかじめ暗黙の内に受け入れられ直観
的に知られている語用論的前提の、明示化された形態』にあるにすぎなし、。つ
まり、論議の参加者はそのような条件が、近似的にしかし論議という目的にとっ
ては十分な程度に満たされていると想定せざるをえないということにすぎない。
現実には討議規則が完全に実現された論議はありえないのであり、その限り こ
の規則は反事実的である。しかし、その規則が十分な程度には満たされていな
ければ、われわれは論議が行われていると言うことはできないJ(日暮， 2008， 
24ページ)。
例を挙げて検討してみよう。ハーパーマスの著書にも引用される言語哲学者
のグライス CPaulGrice)は、人々の会話が成立するための原則を「会話の公
理」として提示した 14)。その中のひとつに、「質の公理 Cmaximof quality) J 
と呼ばれるものがある CGrice，1989，邦訳37-38ペー ジ)。 この公理は端的に
述べれば、相手の発言に対し、嘘をつくことなく答え、真実と思っていないこ
とは述べてはならないという内容のものである。しかし、我々は日常生活にお
いて、嘘をつくことがある。例えば、一組の男女のカップルがここにいたとし
よう。女性が男性のために料理を作ってくれた場合、男性にとってはその料理
がたとえ美味ではなかったとしても、女性から料理の出来を尋ねられればきっ
と「美味ししリと笑顔で答えるだろう。では、この状況において会話は成立し
ていないのだろうか?もちろん、会話は成立している。このように、ここで例
示した質の公理はチェスのルールのような、 100%守られる規則ではない。し
かし、相手の発言に対し一定の誠実性がなければ、会話が成立しないことは明
白である。 「明日は雨が降るでしょうか?Jと尋ねられた時、「去年のこの時期
は雪で大変でした」などと答えれば、相手は困惑し会話は成り立たないであろ
14)会話の公理 (convel"sationalmaxims)は4つの公理から成り立っている。 畳
(quantity)の公理、質(quality)の公理、関係 (relation)の公理、様式 (manne創】r帽"s
の公E理翌てで‘ある。詳しくはGrice(1989)を参照されたい。
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う。我々は日常生活において無意識のうちに、相手の発言の意図するところを
読み取り、ある程度嘘をつくことなく、誠実に返答をしているのであり、だか
らこそ会話は成り立っている。ハーパーマスの討議規則は、チェスのルールの
ように完全に守られなければゲームが成立しない 「構成的」なルールではなく、
完全には守られないかもしれないが、一定程度充足していなければ成立したと
はいえない「理念的」なルールと述べることができる。
、ー パーマスの討議規則も例示したGriceの会話の公理と同じ性質のルール
である。現実として討議規則を完全に満たす論議はありえないが、 一方で現実
を分析するにあたり、このような「理想的発話状況J15)を意識し、どの程度満
たされているか検討することによって、論議の場の妥当性に言及することが可
能になると考えられる。
3 会計基準設定の規範モデル
Laughlin (1991)は、 ハーパーマスのシステムと生活世界の概念を組織変化
のモデルとして採用した。これを援用する形で、永野 (1996)では、システ
ムと生活世界の概念を会計分野に拡張している。そこで本稿では Laughlin
(1991)、永野 (1996)が提示しているモデルを援用しながら、会計・組織 ・社
会 16)の関係を図2のよう に提示する。
図2のモデルにおける社会とは、 ハーパーマスの提示する生活世界、つまり
家庭などわれわれが暮らす日常の世界である。組織には、 企業や非営利組織が
該当する。組織はハーパーマスの提示する経済システムの一部であると考えら
れるが、図2においては生活世界でもあり、システムでもあると定義している。
これは永野 (996)が述べるように、 「経済システムの一環である組織は、視
点を移せば、会計などの技術的なものをシステムとする生活世界であるとみな
15)ハーパーマスはこのような討議規則が満たされる状況を 「理想的発話状況」と呼ぶ
CHabermas， 1984，邦訳189ペー ジ)。
16)会計・組織 ・社会の関係を検討した研究として、高寺(192)が学げられる。
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ハーパーマス理論を用いた会計・組織・社会モデル図2
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されるのである。つま り、生活世界とシステムは実体的な概念ではなく、視点、
~ 
<-16ペ ジー〉。1996， によって変わる相対的、関係的な概念であるJ(永野，
システムとして定義する。それぞれの関係は次のよのモデルにおいて会計は、
うに整理できる。
-組織 (システム)と社会(生活世界)
社会は組織に対し、 労働力を提供する。 組織は労働力に対応した労働所得
システムである組織によって、生活世界である社(給料等)を交換する。
会は、労働所得や雇用形態などにおいて、様々な制約を受けることになる。
と組織 (生活世界)-会計 (システム)
会計は組織の信頼によって維持される17)。モデ、ルの構造上、 会計は社会か
17)もちろん、会計という技術はそれ単独で機能することは可能である。 しかし、社会
のなかの会計というコンテクス卜で捉えた場合、会計に対する信頼が維持されなけ
れば、会計数値は何の意味も持たないであろう。
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ら直接信頼を得るのではなく、生活世界である組織の構成員からの信頼に
よって成り立っているとここでは措定する。この信頼に対し、会計は会計
数値という形で交換を行う。システムである会計によって、組織は利益額
の変動などの影響を受けることになる。
-会計 (システム)と社会 (生活世界)
会計と社会はモデルの構造上、直接には交換関係にないが、組織に対する
労働力の提供の交換である労働所得の多寡に、会計システムがもたらす会
計数値が、当然ながら間接的に影響を及ぼす。
このモデルで捉えた場合、会計というシステムが場合によってはハーパーマ
スの懸念するような、「生活世界の植民地化」をもたらすようなシステムとし
て存在していることが確認できる。すなわち、システムである会計が、生活世
界である組織、さらには社会の合意によっては制御できない変化を見せた場合、
組織や社会は意図しない会計数値の変化、また、それに影響する形での労働所
得の変動という、予期しない事態をもたらしかねない。そのような懸念を払拭
するためには、前述のとおり、「ちょうつがいの機能」を果たす法的規範にそ
の役割を見出すほかないだろう。会計の場合、その法的規範とは会計基準を意
味することになる。会計基準は厳密には法律ではないが、会計数値の計算が会
計基準に則って行われている以上、そこに法的規範性を見出すことができる。
そして会計基準の内容如何によって組織が大きな影響を受けるものであること
は、APBの失敗の例で検討したとおりである。多大な影響をもたらすもので
あるからこそ、基準の内容の決定には、十全な討議の場が必要である。そこで、
本稿では前述のハーパーマスの「討議倫理学原則」、 「普遍化原則」およびアレ
クセイの先行仮定を会計基準設定の場に援用し、会計基準設定における規範モ
デルを表3のとおり提示する。
表3で提示した規範モデルは、第一規則において 「公開性」を、第二規則に
おいて 「平等性Jを、第三規則において 「非強制性」をそれぞれ示している。
また、第四原則が「討議倫理学原則」に、第五規則が 「普遍化原則Jにそれぞ
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表3 会計基準設定における規範モデル
fi一規則 会言|占基準に倒心を持つ者は散でも、設定過程に参加できる。
第二規則
a. d佐もが、討議するテー7 を提起できる。
b. ~佐もが、討議の場で自分の立場ーや要求を主張できる。
第三規則 基準設定過程はあらゆる支配から独立しており、強制がない。
第四規則 第一~第二規則が守られた討議の場において、すべての参加者が同意した会計基準のみが正当性を持つ。
第五規則
向宮、された会計基準の内容は、散の利椛をも{受宮せず、
議にとっても受け入れられるものでなければならない。
出所)筆者作成。
れ対応するものとなっている。
ここで再度確認しておきたい。本稿が提示した規範モテ‘ルを、現実問題とし
て完全に守ることは不可能であろう。極端な例を示せば、会計基準に関心を持
つ何千万もの人々が基準設定過程に参加し(第一規則)、何千万もの人々の誰
の利益も侵害せず、合意できる(第五規則)結論など不可能である。また、そ
こには基準設定コストに関する視点も欠落している。すなわち、このルールは
前述のように、チェスのルールのような「構成的」ルールではなく、 「理想的」
な状況を理念として示したルールである。ハーパーマスの討議倫理学に基づけ
ば、理念的には会計基準設定過程は表3で示した規範モテ、ルを遵守しなければ
ならなし、。そして、設定過程においてデュ ・ー プロセスは、規範モデルで示し
た理念を確保する役割を担うはずである。そこで、本モデルを現実の会計基準
設定過程と対比させることにより、理想状況と現実の場がどれほど翠離してい
るかを導くことが可能になる。これが、本稿が提示する規範モデルの意義であ
る。
W おわ りに
本稿では、会計基準設定におけるデュ ・ー プロセスの意義と限界を検討しな
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がら、ハーパーマスの理論を援用する形で、基準設定における討議の規範モデ
ルを提示した。本モデルを分析視角と して用いることにより、 デュー ・ プロセ
スのもとでの討議の妥当性に言及することが可能となる。すなわち、本モデル
は、デュー ・ プロセスが、基準設定における討議の充実を担保する機能を果た
しているかを分析する上での、ひとつの"座標軸"としての意義を有する。
一方で、 本稿では紙幅の制約上、実際のケースを取り上げながら基準設定過
程を検討することはできなかった。現在の基準設定主体が、デュ ・ー プロセス
を通じ、どのように討議の充実を確保しよ うとしているのかを検証するために
も、これまでの会計基準設定過程を詳細に分析するこ とが必要である。 この点
については稿を改めて検討したい。
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